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【次   第】 

 

（進行：介護福祉課 課長補佐 間部 真弓） 

 

 

１ 開  会                                    介護福祉課長 宇都宮 博 

 

 

２ 委嘱状交付                                       副町長 一丸 淳司 

 

 

３ 副町長あいさつ                                   副町長 一丸 淳司 

 

 

４ 委員長・副委員長 選任                                               

 

 

５ 委員長あいさつ                             委員長（                   ） 

 

 

６ 議  事                                 委員長（                  ） 

 

議題１ 日出町高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画の策定について 

 

議題２ 日出町高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画の実施状況について 

 

議題３ 介護保険料について 

 

議題４ その他 

〇令和４年度 日出町介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の集計結果について 

〇計画策定スケジュール及び策定委員会日程について 

 

 

７ 閉  会                                     介護福祉課長 宇都宮 博
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 議題１  日出町高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画の策定について        

１ 計画の趣旨 

介護保険事業計画は、介護保険法第117条に基づき、3年を1期とする介護保険事業に係る保険

給付の円滑な実施に関する計画を定めるものです。定期的に事業の見直しを行うことにより、計画の

実効性を高めるとともに、給付と負担の正確性を確保しています。 

また、老人福祉法第 20 条の 8 に基づく「市町村老人福祉計画」と一体化することで、高齢者に関

する各種の保健福祉事業や介護保険制度の円滑な実施に関する総合的な計画として、取り組む課題

を明らかにし、目標等を定めるものです。 

これまでの計画の中で、団塊の世代が後期高齢者（75 歳以上）となる 2025 年を見据えて、高齢

者が地域で自立した生活を営めるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援サービスが切れ目なく提

供される「地域包括ケアシステム」構築の推進が図られてきました。第 9 期計画期間においては、いよ

いよこの年を迎えるため、計画値と実績値との乖離等を分析し、これまでの事業の効果等について検

証します。 

また、2040年は、全国的に高齢者人口がピークを迎えるとともに、介護ニーズの比率の高い 85歳

以上人口が急増すると見込まれています。地域により、人口構成の変化や介護ニーズ等の動向は大き

く異なるため、町では、2040 年を基本としつつ、町の高齢者人口等がピークに到達する時期を推計し、

地域の実情に沿った中長期的な介護ニーズを念頭に置きながら、地域包括ケアシステムの更なる深

化と介護予防・健康づくりの推進（健康寿命の延伸）、「共生」と「予防」を両輪とする認知症施策の

推進、介護現場の革新（人材確保・業務効率化）などの取組について検討していきます。 

他に、現在、厚生労働省が所管する社会保障審議会にて、介護保険における給付と負担の見直し

について議論されており、年末までに結論を得るとされています。介護保険制度は、第8期計画期間中

に創設 20 周年を迎えましたが、介護ニーズの増加に伴い、この 20 年で介護保険料は 80％以上も

上昇しています。介護保険制度を持続させていくため、介護給付費等の適正化を図る取組みを推進し

ます。 

 

 

 

 

 

２ 介護保険制度の主な改正点 

令和5年5月、「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部

を改正する法律」が公布されました。これにより、施行期日の令和6年4月1日(一部別日)に向けて、今

後、介護保険法令の必要な改正が実施されていきます。また、社会保障審議会介護保険部会におい

て議論されている「介護保険の給付と負担」についても改正が実施される見込みです。本計画の策定

にあたっては、これら制度改正の動向を踏まえ、内容の見直しを行っていきます。 

 

【介護保険制度 主な改正の概要】 

① 介護情報基盤の整備 

〇現在、事業所や自治体に分散している利用者介護情報について、利用者・自治体・事業所・医

療機関等が、介護情報等を電子的に閲覧できる情報基盤を整備。 

向こう３年間及び中長期的な人口動態、介護ニーズ等を推計し、施策を検討するとともに、令和６～

８年度までの介護保険料を設定する。 

 

要は 
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〇具体的に、関連機関の情報共有による介護・医療サービスの質の向上、紙によるやり取り等の

減少による事務負担の軽減などの効果を期待。 

〇地域支援事業として保険者である市町村が実施主体だが、国保連や支払基金に委託可能。 

〇施行期日は、公布後 4年以内の政令で定める日。 

② 介護サービス事業者の財務状況等の見える化 

〇物価上昇や感染症、災害等に当たり、経営状況を踏まえた的確な支援を行うため、介護事業所

の経営状況を収集、データベース化。 

〇対象はすべての介護事業所で、収益及び費用、任意項目として職種別給与や人数などの情報

を収集。 

〇施行日は、令和６年 4月 1日 

③ 介護サービス事業所等における生産性の向上に資する取組に係る努力義務 

〇介護現場における生産性向上の取組みを進めるためには、事業所単独ではなく、地域単位で

モデル事業所の育成や取組みの伝播を推進していく必要があるため、都道府県に対し努力義務

規定を新設。 

〇施行日は、令和６年 4月 1日 

④ 地域包括支援センターの体制整備 

〇業務が増大化する地域包括支援センターの負担軽減のため、センターの主業務である「介護

予防支援」について、居宅介護支援事業所が実施可能。（要指定） 

〇同様に、地域包括支援センターの業務である「総合相談支援業務」の一部を、居宅介護支援

事業所に委託可能。 

〇施行日は、令和６年 4月 1日 

⑤ 介護保険の給付と負担の見直し 

〇介護サービス利用料金の自己負担割合が 2割となる、所得の判断基準を見直し。 

〇介護保険料の調整率を定める所得段階を多段階化、高所得者の調整率の引上げ、低所得者

の調整率の引下げ。 

〇施行日は、令和６年 4月 1日 

 

３ 介護保険事業計画の内容に関する事項 

 介護保険法第 116条の規定により、厚生労働大臣は介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施

を確保するための基本的な指針（基本指針）を定めることとされており、市町村は、この基本指針に即

した形で計画を策定します。指針については、未だ「案」の状態であるため、今後、厚生労働省等から

発出される情報を注視し、計画の骨子を検討していきます。 

 

【基本的事項（案）】 ※計画を定めるうえで整理が必要な前提条件 

① 基本理念、計画作成に関する達成しようとする目的及び地域の実情に応じた特色の明確化、施

策の達成状況の評価等 

（要旨）地域によって高齢化の状況とそれに伴う介護需要が異なるため、地域の実情に応じた目標

設定、施策の検討が必要である。 

② 要介護者等地域の実態の把握 

（要旨）被保険者、保険給付等の現状を把握する他、各種調査やケア会議等から地域ニーズや地

域課題を抽出するなどし、計画に反映させる。 
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③ 市町村介護保険事業計画の作成のための体制の整備 

（要旨）庁内の関係課係及び大分県との連携を図るとともに、被保険者の意見を反映させる。 

④ 中長期的な推計及び第 9期（令和 6～8年度）の目標 

（要旨）持続可能な介護保険制度とするため、地域の実情に沿った介護需要のピークを踏まえ、中

長期的な介護需要や保険料水準を推計し、それに応じた施策などの検討を実施する。 

⑤ 目標の達成状況の点検、調査及び評価等並びに公表 

（要旨）各年度において、事業計画で設定した目標の達成状況を点検し、その結果に基づいて対策

を実施するとともに、第 9期以降の計画につないでいく。 

⑥ 日常生活圏域の設定 

（要旨）介護、医療、住まい、生活支援等が、概ね 30分以内で提供可能な「日常生活圏域」を設定

し、地域包括ケアシステムの構築を図る。 

⑦ 他の計画との関係 

（要旨）高齢者の健康の保持や生活の安定のために必要な措置が図れるよう、高齢者福祉計画と

一体的に作成されるとともに、地域福祉計画等の他計画との整合性や調和を図る。 

⑧  その他 

（要旨）計画は令和 5年度中に策定するととともに、大分県への報告及び住民への周知啓発を実

施する。 

 

【基本的記載事項（案）】 ※必ず計画に定めなくてはならない事項 

① 日常生活圏域 ★  

② 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み（定員含む） ★ 

③ 各年度における地域支援事業の量の見込み ★ 

④ 被保険者の地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等となることの予防又は要介

護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護給付等に要する費用の適正化への取組及び目

標設定 ★ 

 

【任意記載事項（案）】 ※地域の実情に応じて、計画に定めるよう努める事項 

① 地域包括ケアシステム構築のため重点的に取り組むことが必要な事項 ★ 

② 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの見込量の確保のための方策 ★ 

③ 各年度における地域支援事業に要する費用の額及びその見込量の確保のための方策 ★ 

④ 地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び介護現場の生産性の向上の推進等 ★ 

⑤ 介護給付等対象サービス及び地域支援事業の円滑な提供を図るための事業等に関する事項 

⑥ 認知症施策の推進 ★ 

⑦ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホーム及びサービス付き高齢 

者向け住宅の入居定員総数 ★ 

⑧ 地域包括支援センター及び生活支援・介護予防サービスの情報公表に関する事項 ★ 

⑨ 市町村独自事業に関する事項 

⑩ 災害に対する備えの検討 

⑪ 感染症に対する備えの検討 
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 議題２  日出町高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画の実施状況について    

１ 高齢者福祉計画・第 8期介護保険事業計画の基本理念 

本町ではこれまで、「ともに支え合い 健やかに いきいきと暮らせるまち」を基本理念に掲げ、高齢

者保健福祉施策や介護保険事業を展開してきました。団塊の世代が 75 歳以上となる２０２５年及び

団塊ジュニア世代が６５歳以上となる２０４０年までの中長期的な視点に立ち、人口構造や高齢者を取

り巻く環境の変化を想定した場合においても、地域の人材や社会資源を最大限活用する、地域の将

来の姿を踏まえたまちづくりの普遍的な目標であると考えられます。 

国は、地域で生活する一人ひとりが尊重され、多様な経路で社会とつながり参画することで、その生

きる力や可能性を最大限に発揮し、誰もがいきいきと暮らすことのできる「地域共生社会」の実現を目

指しており、「地域包括ケアシステム」は、その中核的な役割を果たすものとして期待されています。本

町においては、これまでの基本理念を踏襲し、中長期的なビジョンを見据えたうえで、高齢者が住み慣

れた地域で安心して自立した生活を継続することができるよう、地域住民、保健・医療・福祉の関係機

関・団体等と連係しながら、「医療」「介護」「介護予防」「生活支援」「住まい」の５つのサービスを切

れ目なく提供する「地域包括ケアシステム」をより一層推進することで、地域共生社会の実現を図って

いくことが求められています。 

また、高齢者一人ひとりがいつまでも健康で自立した日常生活が送れるよう、健康意識の向上や健

康の保持・増進など、介護予防・自立化支援の推進に努めるとともに、高齢者の社会参加の促進、生

活支援体制の充実を図り、介護が必要な状態となった場合には適切なサービスが受けられるよう、サ

ービス基盤の整備、介護人材の育成や介護現場における業務効率化、相談・支援体制の充実を図る

ことが求められています。 

以上のことを踏まえ、町では、本計画の基本理念を「ともに支え合い 健やかに いきいきと暮らせる

まち」と定め、次の三つの基本方針のもと、地域包括ケアシステムの推進に取り組んできました。 

 

【基本方針Ⅰ】 「地域での支え合い」 ～地域における高齢者支援の体制整備～ 

高齢者の多様性や自発性を十分に尊重しながら、様々な活動（スポーツ・地域貢献・就業等）を

通して社会参加できる機会を充実させるとともに、地域づくりの担い手として活躍できるよう支援し

ます。 

また、自助・互助・共助・公助の考え方に基づき、地域全体で高齢者を支える医療、介護、介護予

防、生活支援、住まいの適切な組み合わせによる地域包括ケアシステムを推進するとともに、高齢者

が住み慣れた地域で安心して暮らすために、関係機関や地域住民による、見守りや生活援助、高齢

者サロンなど、生活支援体制の充実を図ります。 

 

【基本方針Ⅱ】 「予防」 ～介護予防の推進～ 

高齢化の進行に伴い、これまで以上に介護予防の取組が重要となってきます。高齢者一人ひとり

が、健康でいきいきと住み慣れた地域で暮らしていけるよう、高齢者の保健事業と介護予防の一体

的な実施を推進し、高齢者が身近な場所で健康づくりに参加でき、また、高齢者のフレイル（虚弱）

状態を把握した上で適切な医療サービス等につなげることで、生活習慣病等による身体機能の低

下を防ぎ、健康長寿を実現するための取組を推進します。 

 また、高齢者一人ひとりの状態等に応じた効果的な介護予防に取り組むことができるよう、リハビリ

テーション専門職等の幅広い医療専門職の関与を積極的に取り入れるなど、介護予防事業の充実

を図ります。 
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【基本方針Ⅲ】 「介護」 ～介護保険事業の基盤整備及び適正な運営～ 

介護が必要になった高齢者が、自らの意思でサービスを選択し、住み慣れた地域で尊厳をもって

生活をすることができるよう、中長期的な展望を見据え、多様化する介護ニーズ及び増大する介護

需要に対応するために、介護保険サービスの充実とともに、介護人材の育成や介護現場における業

務効率化の促進を図ります。 

 また、感染症まん延や災害の発生時においても、可能な限り必要な介護サービスの提供ができる

よう、感染症・災害時の業務継続計画の策定等を推進します。 

他に、介護保険制度に対する正しい理解・適切な利用を推進し、制度の持続可能性を担保するた

めに、介護給付等費用の適正化等を通して介護保険事業の適正な運営に努めます。 

 

 

２ 第 8期介護保険事業の状況 

（１） 被保険者数等の状況 

本町の人口の動向をみると、住基人口は平成 24年度をピークに微減傾向となっていますが、高齢

者人口は着実に伸び続け、令和元年度には高齢化率が 30％に達しました。人口微減・高齢者数微

増の傾向は、第 8期も継続しています。 

 

【年代別人口の推移（住民基本台帳人口より）】                ※数値は9月末（以下同じ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者人口の増加の特徴としては、65～74歳の前期高齢者は微減傾向、75歳以上の後期高齢

者は増加傾向にあることが見て取れます。団塊の世代が 75歳以上となる 2025年が近いことから、

この傾向は今後も継続していく見込みです。 

なお、第 8期は、第 7期と比べて高齢者の伸び率が緩やかだったことから、被保険者数は、計画値

よりやや少ない数値となっています。 
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【被保険者数の推移（事業状況報告、住民基本台帳人口より）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 認定者の状況 

要介護（支援）認定者数及び認定率（第１号被保険者数に占める認定者数の割合）は、高齢者人

口の増加に呼応し、第 7期の中間年である令和元年度まで増加していましたが、令和 2年度から減

少に転じ、第 8期においても微減傾向が継続しています。主な要因としては、新型コロナウイルス感染

症の影響により、介護サービスの利用を控える動きが認定申請にも波及したものと考えており、第 8

期計画において、感染症の影響は想定されていないため、計画値を下回っています。 

また、介護度別に認定者数の推移を観察すると、要介護 3～5の「中重度者」が増加しています。

新型コロナウイルス感染症の影響により、活動量が減少した高齢者の身体機能が低下していること

が、主な要因であると考えられます。 

 

【介護度別認定者数の推移（事業状況報告より）】               ※数値は 9月末（以下同じ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※各年度３月末現在（令和 2 年度実績値は 7 月末） 

 

（３）要介護度別認定等の状況 
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（３） 介護給付費等の状況 

介護保険における給付費（以下「介護給付費」）は、第 7 期まで増加傾向が続いていましたが、第

8期の初年度である令和 3年度から減少に転じています。要因としては、認定者数・認定率と同じく、

新型コロナウイルス感染症の影響により介護サービスの利用控えがあったことに加え、国の制度改正

により特定入所者介護サービス費（低所得の施設入所者の、食事代及び居室代を助成する補足給

付）が縮小したことが考えられます。後者に関連して、要介護認定者が、施設サービスそのものの利

用を控える動きがあったため、施設サービス費や短期入所生活介護費、高額介護サービス費等も減

少しています。これらの要因は第 8 期計画に想定がなかったため、現在のところ、介護給付費は比較

的大きく、計画値を下回っています。 

しかしながら、認定者１人あたりにかかる給付費は増加傾向にあり、その要因は、要介護 3 以上の

認定を受けた中重度者の割合が増加していることだと考えています。今後、新型コロナウイルス感染

症による社会的影響が段々と弱まっていくなかで、認定者と中重度者が同時に増加すれば、介護給

付費が大幅に増加することが懸念されます。 
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【介護給付費の推移】 
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高齢者の介護予防や権利擁護、総合相談などを担う地域支援事業については、高齢者世帯の増

加や高齢者を取り巻く環境の多様化などにより、コロナ禍の中においても、事業費が増加しています。

しかしながら、第 8 期は高齢者数の増加が鈍化したこともあり、計画値を大幅に下回っている状況で

す。なお、主に、要支援認定者のデイサービス及びヘルパーの利用に係る給付などにかかる「介護予

防・生活支援サービス費」については、介護給付費と同様に、新型コロナウイルス感染症の影響による

サービス利用控えから、事業費は減少傾向にあります。 

 

【地域支援事業費の推移】 

 

 

 

 

 

 

 ※「総合事業以外」に、包括支援センター運営費の一部としてサービス事業勘定一般会計繰入金を算入。 

 

（参考）地域支援事業の概要 
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（４） 自立支援・介護予防・重度化防止、介護給付等の適正化に関する取組 

第 8 期計画では、高齢者の、「自立した日常生活をおくるための支援、要介護状態となることの予

防、要介護状態の軽減及び悪化の防止」、「介護給付等に要する費用の適正化」を目的として取り

組む施策を定めていますが、各施策には目標値が設定されています。計画を推進するために、各年度

において、達成状況の評価・点検を実施し、その結果を次年度の取組みに活かせるよう、PDCA サイ

クルを構築しています。コロナ禍の中、前者の取組みは停滞しているものが多い傾向です。 

 

【自立支援・介護予防・重度化防止等に関する目標及び実績】 

項  目 
R3年度 R4年度 R5年度 自己 

評価 目標 実績 目標 実績 目標 

1ハッピぃ教室（転倒骨折予

防教室）実施回数（新規） 
1か所 0か所 1か所 0か所 1か所 × 

2健康お話し隊実施回数 35回 21回 36回 19回 37回 △ 

3ほほえみ広場年間参加者

数 
600人 280人 650人 568人 700人 ○ 

4 ひじエプロン隊年間活動

回数 
50回 36回 100回 101回 150回 ○ 

5 住民主体の自主教室等

設置地区 
55地区 54地区 60地区 56地区 65地区 ○ 

6 リハビリテーション専門職

年間派遣事業所数 
2事業所 0事業所 2事業所 0事業所 2事業所 △ 

7総合相談件数 180件 235件 190件 197件 200件 ○ 

8実態把握訪問実施回数 150回 275件 160回 205件 170回 ◎ 

9地域ケア会議実施回数 19回 17回 19回 18回 19回 ◎ 

10 介護ネットワーク会議・

困難事例検討会実施回数 
12回 12回 12回 6回 12回 〇 

11 介護ボランティア養成講

座修了者数 
20人 2人 30人 6人 30人 △ 

12 認知症サポーター養成

講座修了者数 
50人 31人 50人 38人 50人 △ 

13 認知症高齢者等ＳＯＳネ

ットワーク協力事業所数 
41事業所 40事業所 42事業所 40事業所 43事業所 △ 

14認知症カフェ参加者数 140人 115人 150人 116人 160人 △ 

15 地域ネットワーク（配食）

事業登録者数 
120人 119人 120人 112人 120人 ◎ 

16 日出町在宅医療連携推

進会議実施回数 
2回 0回 2回 0回 2回 × 
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【介護給付等の適正化に関する目標及び実績】 

項  目 実施内容 目標 
 実績 自己 

評価 R3年度 R4年度 

1 要介護認定の

適正化 

認定調査に係る点検 

（形式チェック） 
全件 全件 全件 〇 

認定調査判断基準の平準化の

ための調査員検討会の実施 
年６回開催 6回開催 6回開催 〇 

2ケアプランの点

検 

事業所への訪問指導によるケア

プラン点検 

実地事業所７件

／７件 
1件 1件 × 

3 住宅改修等の

点検 

住宅改修適正価格の確認のた

め建築担当課による点検 
全件 全件 全件 〇 

福祉用具購入訪問調査 
内容に疑義が生

じた事例 

疑義が生

じた事例 

疑義が生

じた事例 
〇 

軽度者に対する福祉用具貸与

の調査 
全件 全件 全件 〇 

4縦覧点検・医療

情報との突合 

縦覧点検 
国保連合会への

委託による実施 

国保連の

への委託 

国保連の

への委託 
〇 

医療給付状況突合リストによる

点検 

毎月実施 

全帳票確認（後

期高齢除外） 

全 帳 票

（毎月） 

全 帳 票

（毎月） 
〇 

5 介護給付費通

知 

受給者に対して保険給付状況を

通知 

年１回 

受給者全員 

全受給者

（1回） 

全受給者

（1回） 
〇 

6その他の取組 

居宅介護支援事業所、地域密

着型サービス事業所に対する、

人員・運営基準等の指導 

全事業所対象 

実地指導：３年

に１回実施 

集団指導：３年

に１回実施 

実地指導

4件 

集団指導

2件 

運営指導

5件 

集団指導

0件 

〇 

 

 

（５） 事業所・施設の整備状況 

第 8 期計画では、介護保険施設等入居系事業所の整備計画はありません。町が指定する町内の

介護事業所については、次のとおり、新規指定及び廃止がありました。少ない職員数や設備を備えれ

ば指定を受けることのできる、少人数定員の地域密着型通所介護の廃止が相次ぎました。また、有料

老人ホーム等介護事業所以外の高齢者施設の整備・廃止はありませんでした。 

 

【町所管 新規指定事業所（町内のみ）】 

事業所名 サービス種類 定員 指定年月日 

ＬＯＮＧ ＬＩＦＥ 居宅介護支援 - 令和 3年 8月 21日 

おおがデイサービスセンター 地域密着型通所介護等 10人 令和 3年 12月 1日 

デイサービスセンターいちょう 地域密着型通所介護等 18人 令和 4年 4月 15日 
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【町所管 廃止事業所（町内のみ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所名 サービス種類 定員 廃止年月日 

おおがデイサービスセンター 地域密着型通所介護等 △10人 令和 4年 3月 10日 

デイサービス暘谷苑・豊岡 地域密着型通所介護等 △10人 令和 4年 4月 30日 

通所介護 おおがの郷 地域密着型通所介護等 △10人 令和 4年 10月 1日 

【報告】 短期集中予防サービス（通所型 C、訪問型 C）の開始について 

 

第 8期計画に基づき、短期集中予防サービス事業を開始しました。 

「短期集中予防サービス」とは、主に生活不活発により生活機能が低下している、いわゆる「フ

レイル状態」にある高齢者や比較的軽度な要支援認定者を対象に、短期集中的にリハビリテーシ

ョン専門職が介入し、運動、栄養、口腔の状況を改善するプログラムの実施を通して、高齢者の自

立を目指すサービスです。 

全認定者のおよそ 7割が要支援 1～要介護 2までの軽度者であり、その約半数が生活不活発

症であることから、介護給付費高騰を抑制する起爆剤として期待されており、他自治体では 8 割

の利用者について、状態が改善し自立に至るなど高い効果を見せています。日出町では、令和４

年 10月より事業を開始しており、今後、実績を積み重ね、徐々に規模を拡大していきたいと考えて

います。 

 

【事業の概要】 

〇委託事業者：デイサービスセンターいちょう（地域密着型通所介護） 

〇配置人員：作業療法士、栄養士、看護師、歯科衛生士、介護福祉士 

〇委託料：訪問 1人 1回につき 5,000円  通所１人１回につき 4,500円（別途自己負担有） 

      その他、加算あり。（概ね利用者 1人につき 3か月で 87,000円） 

〇利用者数：累計 9人（うち卒業 5人） 

 ※計画値は、令和 5年度で 6人の利用を見込んでいます。 
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 議題 3  介護保険料について                                             

介護保険料は、これまでの介護サービスの利用量や高齢者人口及び認定者数の推移により、介護

保険事業計画の策定に併せて３年に１度改定されます。介護給付費の 50％は介護保険料で賄ってい

るため、介護保険事業の財源が不足すると予測される場合は、保険料を値上げする必要があります。

第 8期（令和 3～5年度）の保険料基準月額は、第 7期と比べて 130円増の 5,829円に設定し、

実に平成２４年度以降、９年ぶりの値上げとなりました。第 7 期計画期間において、施設介護サービス

費を筆頭に、介護給付費の伸びが大きかったことが要因です。 

本年１月に実施した「日出町介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」によると、回答者の 64.7％が

「現行の介護保険料でまかなえる程度の介護サービスを受けられたらよい」、8.6％が「介護サービス

を減らしてでも保険料を引き下げてほしい」と回答しており、介護保険料が、高齢者の生活を少なから

ず圧迫していることがうかがえます。また第 8 期計画期間中の介護給付費等の実績について、新型コ

ロナウイルス感染症よる影響を考慮する必要があることから、今期の介護保険料の算定においては、

できるだけ保険料を抑制するよう努めつつも、介護サービスの見込み量などについて、慎重に推計を

行う必要があります。 

 

１ 費用負担の構造 

介護保険制度においては、保険事業に係る総事業費の財源割合が介護保険法によって定められて

おり、50％を公費、残り 50％を保険料で負担するとされています。また、被保険者の保険料のうち、現

時点では、23％を第 1号被保険者、27％を第 2号保険者が負担する仕組みになっています。 

 

【介護給付費等の財源負担】 

区分 負 担 者 負担割合（施設） 負担割合（その他） 

公 費 

負 担 

国 20％ 25％ 

都道府県 17.5％ 12.5％ 

市区町村 12.5％ 

保険料

負 担 

第１号被保険者（65歳以上） 23％ 

第 2号被保険者（40～65歳） 27％ 

 

 

2 保険料の設定方法 

第 1 号被保険者の介護保険料は、市町村ごとに条例で定めています。保険料の算定方法は、第 9

期計画期間における、介護給付費等の総見込み額と第 1 号被保険者の負担割合、及び第 1 号被保

険者数見込から保険料の「基準額（月額）」を設定しますが、実際は、保険料収納率や、所得段階別

被保険者数の割合、調整交付金見込額、基金の取り崩しなど、細かい要素を算入していきます。 

国で議論されている、「介護保険における給付と負担の見直し」の結論がまだ出ていないため、現

時点では詳細な保険料の算定ができません。従って、それまでは、第 9 期計画期間における介護サー

ビスの見込み量や、被保険者数などを推計し、保険料算定の準備を行います。 

 
 

                   ＝                 ×                   ÷ 
基準額（月額） 第１号被保険者

の負担割合 

第１号被保険者数 介護給付費等の

総費見込額 

公費負担 
計 50％ 

保険料負
担計 50％ 
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3 現行の保険料 

第 8 期計画策定時、介護給付費の増加は加速しており、保険料が大幅な増額となる見込みだった

ことから、第 8期介護保険料基準額は、介護給付費準備基金を残高のおよそ半分にあたる 8,500万

円を取崩すことを前提として、第 7期保険料（基準額 5,699円）から 130円の増額に止まる 5,829

円に設定しました。この額は、大分県内の市町村で 10 番目に高い額であり、県平均を 130 円、全国

平均を 185 円下回っています。なお、所得段階及び保険料調整率は、第 9 期に改正される見込みで

す。（介護保険の給付の負担の見直し） 

 

【第 8期 日出町の介護保険料】 ※基準額（月額）5,829円 

所得 

段階 
対象となる人 

保険料 

調整率 
保険料年額 

第１ 

段階 

・生活保護受給者 

・世帯全員が町民税非課税で老齢福祉年金受給者 

・世帯全員が町民税非課税で、前年の合計所得金額

と課税年金収入額の合計が８０万円以下 

0.30 20,900円 

第２ 

段階 

世帯全員が町民税非課税で、前年の合計所得金額と

課税年金収入額との合計が８０万円超１２０万円以下 
0.50 34,900円 

第３ 

段階 

世帯全員が町民税非課税で、前年の合計所得金額と

課税年金収入額の合計が１２０万円超 
0.70 48,900円 

第４ 

段階 

世帯に町民税課税者がいるが、本人が町民税非課税

で、前年の合計所得金額と課税年金収入額との合計

が８０万円以下 

0.84 58,700円 

第５ 

段階 

世帯に町民税課税者がいるが、本人が町民税非課税

で、前年の合計所得金額と課税年金収入額との合計

が８０万円超 

1.00 69,900円 

第６ 

段階 

本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が１２０

万円未満 
1.20 83,900円 

第７ 

段階 

本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が１２０

万円以上２１０万円未満 
1.30 90,900円 

第８ 

段階 

本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が２１０

万円以上３２０万円未満 
1.50 104,900円 

第９ 

段階 

本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が３２０

万円以上５００万円未満 
1.70 118,900円 

第 10 

段階 

本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が５００

万円以上 
2.00 139,800円 

 

【大分県内の第 8期介護保険料（基準額）】 
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4 保険料の推移 

介護保険料は、介護給付費の増加に伴い、ほぼ毎期、値上げされており、制度発足から20年で、全

国平均、大分県平均、日出町とも 2倍近く保険料が増加しています。日出町においては、第 4期、第 6

期、第 7期に介護保険料を据え置くことができています。第 9期においても、できる限り据え置くことを

目標に、保険料を設定したいと考えています。 

 

【介護保険料の推移】 ※（ ）内は、前期保険料との比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



18 

 

 議題 4  その他                                                        

１ 令和４年度 日出町介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の集計結果について 

 本計画の策定に際し、地域で生活する高齢者の状況（生活や心身の状態、社会参加の状況、潜在

的なニーズ等）を把握するために、高齢者を対象としたアンケート調査（日出町介護予防・日常生活

圏域ニーズ調査）を実施しました。調査結果の詳細は、別紙「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査集

計結果報告書」を参照してください。 

 

（１） 調査の概要 

① 調査対象：令和４年12月15日現在、65歳以上の人のうち、要介護認定を受けていない人 

② 調査方法：郵送配付、郵送回収 

③ 調査期間：令和５年１月13日（発送）～２月10日（回答締切） 

④ 抽出方法：調査対象から3,000人を無作為抽出 

⑤ 地域等：小学校区の５地域（南端は豊岡に含む）に分割し、調査対象を600人ずつ抽出 

 

（２） 回収状況 

① 配布数：3,000件（600件×5地区） 

② 回収数：2,064件 

③ 回収率：68.8％ 

 

2 計画策定スケジュール及び策定委員会日程について 

（１） 全体スケジュールについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）策定委員会審議予定議題について 

 

（２）策定委員会の主な審議内容について（予定） 

 ①第 2回策定委員会（11月開催予定） 

〇計画の骨子案について 

〇介護給付費等の見込み量及び介護保険料の推計について 

〇新規・拡充事業の推進について 
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②第 3回策定委員会（12月後半～1月開催予定） 

〇日出町高齢者保健福祉計画・第 9期介護保険事業計画素案について 

〇介護保険料の算定について 

 ※介護保険の給付と負担の見直しについて、結果が国から示された後に委員会を開催します。 

 ※素案は、委員会の概ね 1週間前までに送付します。 

 

③ 第 4回策定委員会（2月下旬開催予定） 

〇日出町高齢者保健福祉計画・第 9期介護保険事業計画 最終調整 

〇計画の承認及び答申内容 

※町長への答申は、3月初旬に委員長が行います。 

【第 2回策定委員会での決定する事項（予定）】 

・計画の骨子（掲載内容の項目、掲載する任意的記載事項） 

・介護給付費等の見込み量の推計方法 

・新規事業及び拡充事業の方針 

【第 3回策定委員会での決定を予定する事項（予定）】 

・計画素案の内容 

・介護保険料の推計値 

【第 4回策定委員会での決定を予定する事項（予定）】 

・計画の内容 

・介護保険料や高齢者福祉・介護保険事業の方針などについて、町長へ答申する内容 
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（参考） 

日出町介護保険事業計画等策定委員会設置要綱 

 

 （設置） 

第１条 日出町介護保険事業計画の策定及び日出町老人保健福祉計画の策定（以下「介護保険事業

計画等」という。）にかかる事業を推進するため、日出町介護保険事業計画等策定委員会（以下「委

員会」という。）を置く。 

 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を審議する。 

 （１） 介護保険事業計画等の策定に関すること。 

 （２） その他委員会が必要とする事項。 

 

 （組織） 

第３条  委員会は、町長が委嘱した委員をもって組織する。 

２  委員は、別表に掲げる者をもって充てる。 

 

 （任期） 

第４条 委員は、介護保険事業計画等に関する全てが完了した時に解任されるものとする。 

 （委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選によるものとする。 

３  委員長は、会務を総括し、委員会を代表する。 

４  副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。 

 

 （会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長は議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数の出席により成立する。 

  

（関係者の出席） 

第７条 委員長は、必要に応じて委員会に関係者の出席を要請し、意見を求めることができる。 

 

 （庶務） 

第８条 委員会の庶務は、健康増進課が処理する。 

２ 前項の規定にかかわらず、必要に応じて当該庶務を関係課と共同処理することができる。 

 

 （その他） 

第９条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 
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別 表（第３条関係） 
   

日出町介護保険事業計画等策定委員会委員名簿 
   

 No. 役  職  名 

 1 日出町区長会代表 

 2 日出町民生委員児童委員協議会代表 

 3 日出町老人クラブ連合会代表 

 4 日出町健康づくり推進協議会代表 

 5 日出町ボランティア連絡協議会代表 

 6 日出町身体障害者福祉協会代表 

 7 日出町社会福祉協議会代表 

 8 速見郡杵築市医師会代表 

 9 杵築速見歯科医師会代表 

 10 施設サービス事業者のうち３人以内 

 11 地域密着型サービス事業者のうち３人以内 

 12 大分県東部保健所職員 

 13 公募による委員２人以内 

 


